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イ 子供との関係 

定年を迎えるころの子供は、社会人として自立していたり、まだ学生であったり

と様々だと思います。子供がどのような状況であれ、親として子供に経済的支援を

したくなる気持ちは理解できますが、現実問題として、定年後は経済的にも厳しい

状況になっていきます。 

定年を契機に、子供の状況に応じた互いの今後について話し合ってみてはいかが

でしょうか（子供の自立、経済的支援、自身の介護、など）。 

 

ウ 親との関係 

より高齢な親は、日常の何でもないことと思われることが原因で、心身に変調を

来す場合が結構見受けられるものです。普段から頻繁に親とのコミュニケーション

を図ることを心掛けていれば、親の体調の変化なども早期に発見でき、迅速な対応

につながるほか、親の心の支えになることができます。遠方に住んでいる親に対す

る配慮も必要になってきます。 

また、親の介護は、その加齢とともに家族の負担が増えていくのが一般的です。

介護期間が長くなると、次第に介護者の心身に負担が蓄積して、介護者自身が健康

を害したり、家族の人間関係が崩れたりすることにもなりかねません。介護は、介

護を受ける親や家族にとってどのような介護を行うのが一番適切なのかについて、

家族全員の協力体制のもとで、それぞれが強く当事者意識を持って相談しながら決

めることが大切です。 

介護は親のみの問題ではありません。皆さん自身の将来の問題でもあります。介

護が必要になったときに慌てることがないように、市町村の窓口に足を運び、介護

保険制度を含む様々な介護情報を早めに入手し、誰が、どこで、どのように費用を

負担して介護するかなどについて、家族全員で十分話し合っておくことが大切です。 

介護の必要性が生じた場合には、地域における介護相談の最初の窓口である「地

域包括支援センター」に行ってみましょう。 

 

（参考） 

厚生労働省 介護事業所・生活関連情報検索「介護サービス情報公表システム」 

（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/） 
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【介護が必要になった場合の介護を依頼したい人】 

全国の５５歳以上の男女を対象とした内閣府の調査（令和４年）で介護を頼みたい

人について聞いたところ、男性の場合は「配偶者」が５０.８％、女性の場合は「ヘル

パーなど介護サービスの人」が５８.０％と最も多くなっています。 

介護が必要になった場合の介護費用については、「年金等の収入でまかなう」が６

３.８％、「貯蓄でまかなう」が１８.３％、「子などの家族・親戚からの経済的な援

助を受けることになると思う」が４.３％、「収入や貯蓄ではまかなえないが、資産を

売却するなどして自分でまかなう」が３.１％、「特に考えていない」が８.３％となっ

ています。また、男女別に比較してみると、「年金等の収入でまかなう」の回答は、

どの年齢層でも女性より男性の方が高くなっています。 

資料：内閣府「高齢者の健康に関する調査」（令和４年度） 
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